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第６章 公共施設マネジメントに関する基本的な方針 

 

１ 取組体制 

 

（１）計画期間 

本市における公共施設等総合管理計画の計画期間については、平成29年

３月策定時は平成28年度から令和27年度までの30年間としていましたが、

令和４年３月の改訂に伴い、令和31年度⑦までとします。ただし、計画実

施期間内であっても、総合計画の改訂や社会情勢等の変化に対応するため、

適宜計画内容の見直しを行うものとします。 

 

（２）計画の位置付け 

公共施設等総合管理計画は、公共施設のマネジメントの取組を推進する

ための計画です。加えて、本計画は、公共施設やインフラ資産に係る「個

別施設計画」の上位計画として位置付けます。 

なお、平成25年11月29日にインフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁

連絡会議で決定された「インフラ長寿命化基本計画」及び平成26年４月22

日に総務大臣から通知のあった「公共施設等の総合的かつ計画的な推進に

ついて」に示されている体系においては、本計画は地方公共団体の「行動

計画」に相当し、本市の公共施設等の今後の維持管理等のあり方について

基本的な方針を示すものです。 

また、本市の上位計画である柳井市総合計画との整合を図り、総合計画

の実施計画において事業の調整を行いながら、効果的かつ効率的な公共施

設マネジメントを実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 本計画の見直しについては、策定済の個別施設計画等の内容を反映し、令和３年度中に行うよう国から求められ

ているところであるが、本市の個別施設計画（別途策定したものを除く。）は、令和２年度に策定しており、本計画

の維持管理・更新等に係る経費の算出期間を令和２年度からの30年間としていることから、計画期間の終期を令和

31年度としたものである。 
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（３）全庁的な取組体制の構築 

公共施設マネジメント⑧の実施に当たっては、財産管理を所管する部署

において情報等を一元的に管理し、公共施設の現状を把握できる状態にす

るとともに、全庁的な取組体制を構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑧ 公共施設マネジメント：地方公共団体等が保有し、又は借り上げている全公共施設を、自治体経営の視点から総

合的かつ統括的に企画、管理及び利活用する仕組み  

インフラ長寿命化基本計画 
（基本計画）【国】 

行動計画  【国】 行動計画    【地方公共団体】 

（個別施設計画） 

・・・・・ 

柳井市総合計画 

（個別施設計画） 

別途策定の個別施設計画 柳井市個別施設計画 

学 
 

 

校 

河 
 

 

川 

道 
 

 

路 

柳井市公共施設等総合管理計画 

柳
井
市
学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
公
営
住
宅
等
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
都
市
公
園
施
設
長
寿
命
化
計
画 

柳
井
市
道
路
舗
装
個
別
施
設
計
画 

柳
井
市
道
路
法
面
個
別
施
設
計
画 

な
ど 

集
会
施
設 

文
化
施
設 

図
書
館 

博
物
館
等 

産
業
系
施
設 

学
校 

そ
の
他
教
育
施
設 

な
ど 

策定済みの個別施設計画は【表 3-5-2 策定済みの個別施設計画】参照 

各省庁が策定 
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２ 公共施設マネジメントの実施方針 

 

（１）アセットマネジメントの推進 

アセットマネジメント⑨の推進をより実効性のあるものとするため、施

設の維持管理を担当している各部署と財産管理を所管する部署とが連携し、

次の方針に基づいて実行していくこととします。 

 

 公共建築物  

① 方向性の検討 

学校施設、公営住宅といった施設の類型ごとに、老朽化度合い等を

分析するとともに、人口減少による住民ニーズの変化を勘案した上で、

施設類型ごとの長期的な整備の方向性を示します。 

 

② アセットマネジメント取組方針 

アセットマネジメント取組方針に基づいた総資産量の適正化を目指

し、公共建築物の総延床面積の縮減を目指します。 

 

○ ７つの取組方針 

取組方針 説    明 

継 続 
施設の長寿命化や維持管理コストの更なる縮減を目指して計画的な施
設管理を実施する。 

集約化 
（存続） 

既に本市が所有している同種の施設との統合を行い、一体の施設とし
て整備する（存続する施設）。 

集約化 
（廃止） 

既に本市が所有している同種の施設との統合を行うことにより施設を
廃止し、建物の解体等を行う（集約されて廃止する施設）。 

複合化 
（存続） 

既に本市が所有している異なる種類の施設との統合を行い、両方の機
能を有した複合施設を整備する（存続する施設）。 

複合化 
（廃止） 

既に本市が所有している異なる種類の施設との統合を行うことにより
施設を廃止し、建物の解体等を行う（複合化されて廃止する施設）。 

転 用 
施設の改修を実施し、他の公共機能を有した施設として利用する。改
修をせずそのまま転用する場合もある。 

廃 止 
施設の廃止を行い、建物解体、跡地の売却を行うことで将来的な更新
費用の縮減・他施設の更新費用の捻出を図る。 

 

 

 

 

 

⑨ アセットマネジメント：公共サービスの最適化を達成するため、現在ある資産を適正に評価し、それを将来にわ

たって安全に維持するとともに、限られた財源等の資源を有効に活用しながら、適切な公共サービスを提供してい

くためのマネジメント手法  
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③ 縮減数値目標の設定 

本市における住民１人当たりの延床面積は第３章で示したとおり、

6.1㎡と全国平均の1.6倍であることから、全国平均を目標とすると

37.0％の縮減が必要となります。また、本市と同規模である人口30,000

人～50,000人の団体の平均5.2㎡を目標とした場合には、13.8％の縮減

が必要となります。 

全国平均値を目標とする場合、現在の公共建築物の概ね４割を縮減

するということになり、適切な住民サービスの提供が困難になるおそれ

があります。そのため、本市の縮減目標は同規模団体平均値である5.2

㎡以下となることを目指し、15％以上の縮減を目標とします。 

 

 

総延床面積の縮減数値目標 

 

総延床面積を計画期間の満了する令和31年度までに15％以上縮減（令

和2年度末比）することを目標とします。 

 

 

 インフラ資産  

① 方向性の検討 

固定資産台帳の整備を通じて道路、橋梁、上・下水道といった施設

類型ごとの整備状況や老朽化度合い等を把握し、今後の維持管理に関す

る方向性を検討します。 

 

② 現状把握 

点検等を行うことにより施設の劣化状況等を把握し評価するととも

に、その履歴を集積・蓄積します。 

 

③ 計画的修繕の実施 

現状把握に基づき、計画的に修繕を実施します。 
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（２）長寿命化の推進 

 

 公共建築物  

○計画的な維持管理を推進することにより、施設の安全性の確保と延

命化を図ります。 

○長寿命化により建替更新時期を分散させることで、費用の平準化を

図ります。 

 

 インフラ資産  

○道路、橋梁、上・下水道といった施設類型ごとの特性や施設の重要

性を考慮した計画的な維持管理を行います。 

○対症療法型による修繕ではなく、予防保全型による修繕⑩を計画的に

実施していくことで、長寿命化を図り、修繕費用の縮減に努めます。 

 

（３）耐震化の推進 

 

 公共建築物  

○近年多発する地震や近い将来発生が予測される南海トラフ大地震の

対策として、耐震化が実施されていない公共建築物については、施

設の重要度（防災拠点施設等）や老朽化度合い等を判断した上で、集約化、

複合化を図りながら耐震化を進めます。 

 

 インフラ資産  

○主要な道路構造物（橋梁等）や上・下水道などのインフラ資産も計画的

に耐震化を図ります。 

 

（４）民間活力の導入 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○ＰＰＰ⑪／ＰＦＩ⑫などの手法を用い、民間活力を施設の整備や管理

に積極導入するなど、民間事業者の資金やノウハウを活用した公共

サービスの提供を推進します。 

○包括的民間委託の発注など、効率的な契約方式の検討を行います。 

 
 

 

⑩ 予防保全型修繕：損傷が大きくなる前に小規模な修繕工事を実施する、資産の寿命を延ばすための手法 

⑪ ＰＰＰ：官民が連携して公共サービスの提供を行う事業手法の総称。個別の手法としてはＰＦＩや指定管理者制

度がある。 

⑫ ＰＦＩ：設計、建設、維持管理、運営等について、民間資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主

導で行う事業手法  
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（５）ユニバーサルデザイン化の推進 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○乳幼児、妊婦、高齢者、障がい者、外国人など多様な利用者が想定

される公共施設の整備、改修に当たっては、ユニバーサルデザイン⑬

化の推進を図ります。 

○多様なニーズや施設の現状、将来計画などを踏まえ、費用対効果を

検証したうえで、最適な手法により対応を行います。 

 

（６）脱炭素化の推進 

 

 公共建築物・インフラ資産  

○ＬＥＤ照明の導入などを始めとする公共施設の省エネルギー化とと

もに、脱炭素社会に向けた取組の推進と維持管理コストの削減によ

り、持続可能な公共施設サービスの提供を図ります。 

○公共施設の維持・更新等に当たっては、断熱性能の高い材料の使用、

省エネ性能に優れた機器や太陽光発電設備の導入など、消費エネル

ギーの省力化及び再生可能エネルギーの導入を推進し、計画的な公

共施設の脱炭素化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

⑬ ユニバーサルデザイン：バリアフリーは、障がいによりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であ

るのに対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が

利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方  
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３ 協働の推進 

 

○隣接市町と協議し、公共施設の相互利用や共同運用、サービス連携、役割

分担等により効率化を目指します。 

○本計画を進めていくために、住民と行政の相互理解や共通認識の形成など、

協働の推進に努めます。 

 

４ 地方公会計制度への取組 

 

現金の支出を記録することを目的とした単年度会計、単式簿記会計である

従来の官庁会計では、公共施設の建設から解体までに必要となる建設費、維

持修繕費、解体費のほか、人件費などの施設の管理運営にかかる費用を含め

たライフサイクルコストの把握が困難であり、減価償却費などの非現金支出

についても資産の状況に反映されないという課題がありました。 

そこで、本市は公共施設マネジメントを行っていくに当たり、地方公会計

制度への取組を推進することで、保有する公共施設の状況や、公共施設を用

いた行政サービスの提供に係るコストを把握し、適切な管理を行っていくこ

とを目指します。 

 

＜地方公会計制度の概要＞ 

○民間企業会計の考え方に近い、発生主義・複式簿記による財務書類（貸借

対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成します。 

○財政状態の正確な把握のため、固定資産台帳の整備が必須となります。 

○平成27年１月に公表された「統一的な基準」による財務書類を平成29年度

から毎年度作成し、公表します。 

 

５ フォローアップの実施方針 

 

○ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクル⑭を活用し、進捗管理や計画の見

直しを行い、継続的な取組を実施します。 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

⑭ ＰＤＣＡサイクル：事業について、計画を立て(Plan)→実施し(Do)→結果を評価し(Check)→改善し(Act)、次の

計画に反映させていくというマネジメント・サイクルを確立する仕組み  
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６ 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

本計画の基本方針に基づき、施設類型ごとに取組方針を定めたものです。 

 

◆施設類型ごとの方針 

 施設類型 方  針 主な施設 

１ 
集会施設 
 
文化施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

公民館 
文化福祉会館 
中開作ふれあい文化
センター 
学習等供用会館 
サンビームやない 
アクティブやない 等 

２ 
図書館 
 
博物館等 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

柳井図書館 
大畠図書館 
町並み資料館 
月性展示館 等 

３ 

スポーツ施設 
 
レクリエーション
施設・観光施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

体育館 
武道館 
地区体育館 
都市農村交流施設 
大畠観光センター 
やない西蔵 等 

４ 産業系施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

農業担い手センター 
農村婦人の家 
やまびこふれあいセ
ンター 等 

５ 
学校 
 
その他教育施設 

「新たな柳井市小中学校整備計画」
に基づき、規模及び配置の適正化を
図り、施設の改築、耐震補強等を計
画的に行い、引き続き適切に維持管
理し、長寿命化を図ります。 

小学校 
中学校 
学校給食センター 等 

６ 
幼保・こども園 
幼児・児童施設 

適切に維持管理し、施設の長寿命化
を図ります。 

保育所 
児童クラブ 

７ 
高齢福祉施設 
 
保健施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

老人憩の家 
大畠総合センター 
平郡デイサービスセ
ンター 
保健センター 等 
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８ 医療施設 
適切に維持管理を図り、老朽化した
施設の更新に際しては、規模の適正
化を検討します。 

平郡診療所 
西出張診療所 

９ 
庁舎等 
消防施設 
その他行政系施設 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

庁舎 
出張所 
消防機庫 
水防倉庫 等 

10 公営住宅 
「柳井市公営住宅等長寿命化計画」
に基づき計画的に維持管理を行い、
老朽化が著しい施設は廃止します。 

市営住宅 

11 公園 

適切に維持管理し、長寿命化を図る
とともに、老朽化した施設について
は廃止も検討し、更新が必要な施設
については、規模の適正化を図りな
がら集約化、複合化の検討を行いま
す。 

柳井ウェルネスパーク 
石井ダム公園 
レトロ市民交流広場 等 

12 供給処理施設 
特殊な設備を有しており、適切にメ
ンテナンスを行い、施設設備の長寿
命化を図ります。 

不燃物処理場 等 

13 その他 

適切に維持管理し、施設の長寿命化
を図ります。利用する見込みのない
老朽施設については、売却等を含め
廃止を検討します。また、用途を廃
止した施設の転用も検討します。 

斎苑 
公衆用便所 
職員住宅 
駐輪場 
旧小中学校 
旧うずしお荘 等 

14 道路 

「柳井市道路舗装個別施設計画」、
「柳井市道路法面個別施設計画」及
び「柳井市道路照明個別施設計画」
に基づき、道路パトロールによる点
検を行い、適切な補修を実施し、長
寿命化を図ります。 

 

15 農道及び林道 

「柳井市農道施設個別施設計画」及
び「柳井市林道施設個別施設計画」
に基づき、農地及び森林の整備・保
全のための施設として、計画的な維
持管理を行い、長寿命化を図りま
す。 

 

16 橋梁 

「柳井市橋梁個別施設計画（長寿命化

修繕計画）」などに基づき、効率的な
維持管理を行い、長寿命化を図りま
す。 
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17 
漁港・海岸保全施
設 

「柳井市漁港機能保全計画」及び
「柳井市漁港海岸保全施設長寿命化
計画」に基づき、点検、維持管理を
行い、施設の長寿命化を図ります。 

 

18 上水道 

持続可能な水道事業を目指し、「柳
井市水道ビジョン」及び「柳井市水
道事業老朽管更新計画」に基づき、
経年劣化した施設の更新を図りま
す。 

 

19 下水道 

「柳井市公共下水道事業ストックマ
ネジメント計画」及び「柳井市地区
最適整備構想（農業集落排水）」に基
づき、施設の長寿命化に向けた機能
診断や点検等を行い、施設の更新等
に取り組みます。 
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